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 本工事は、一次審査に係る競争参加資格申
請書（以下「申請書」という。）及び競争参加
資格確認資料（以下「資料」という。）を提出
した者のうち、一次審査の審査評価点合計が
上位の者に限り、二次審査に必要な資料の提
出を求める段階的選抜方式による工事であ
る。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。
 国土交通省大臣官房官庁営繕部の平成31・
32年度における建築工事に係る一般競争参加
資格の認定を受けていること（会社更生法（平
成14年法律第154号）に基づき更生手続開始
の申立てがなされている者又は民事再生法
（平成11年法律第225号）に基づき再生手続
開始の申立てがなされている者については、
手続開始の決定後、国土交通省大臣官房官庁
営繕部長が別に定める手続に基づく一般競争
参加資格の再認定を受けていること。）。
 国土交通省大臣官房官庁営繕部の平成31・
32年度における建築工事に係る一般競争参加
資格の認定の際に客観的事項（共通事項）に
ついて算定した点数（経営事項評価点数）が、
1200点以上であること（２の再認定を受
けた者にあっては、当該再認定の際に、経営
事項評価点数が1200点以上であること。）。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（２
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
 平成17年４月１日から、申請書及び資料の
提出期限の日までに完成し、引渡しが済んで
いる次のの基準を満たす建築工事を元請と
して施工した実績を有すること（当該実績が
平成17年４月１日以降に完成した大臣官房官
庁営繕部長、地方整備局（旧地方建設局を含
む。）長、営繕事務所（旧営繕工事事務所を含
む。）長、筑波研究学園都市施設管理官、北海
道開発局開発監理部長又は沖縄総合事務局開
発建設部長が発注した工事（港湾空港関係を
除く。）又は工事成績を相互利用している各省

庁が発注した工事で「工事成績相互利用対象
工事」に該当するものである場合には、工事
成績の評定点が65点未満の工事は実績として
認めない。また、共同企業体の構成員として
の実績は、出資比率が20％以上の場合のもの
に限る。乙型共同企業体の構成員としての実
績は、分担工事額の比率にかかわらないもの
とするが、協定書による分担工事における実
績に限る。）
 鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンク
リート造又は鉄骨造の建築物で、以下の
からのいずれかに該当する工事
 延べ面積15000以上の新築工事
 増築部分の面積が15000以上の増築
工事
 外部建具の改修（かぶせ工法又は撤去
工法によるものに限る。）で、その見付面
積が1500以上の工事
なお、本競争の参加希望者が経常建設共同
企業体である場合は、構成員のうち１社は平
成17年４月１日から、申請書及び資料の提出
期限の日までに完成し、引渡しが済んでいる
の基準を満たす建築工事を元請として施工
した実績を有し、その他の構成員は平成17年
４月１日から、申請書及び資料の提出期限の
日までに完成し、引渡しが済んでいる次の
の基準を満たす建築工事を元請として施工し
た実績を有すること（当該実績が平成17年４
月１日以降に完成した大臣官房官庁営繕部
長、地方整備局（旧地方建設局を含む。）長、
営繕事務所（旧営繕工事事務所を含む。）長、
筑波研究学園都市施設管理官、北海道開発局
開発監理部長又は沖縄総合事務局開発建設部
長が発注した工事（港湾空港関係を除く。）又
は、工事成績を相互利用している各省庁が発
注した工事で「工事成績相互利用適用対象工
事」に該当するものである場合には、工事成
績の評定点が65点未満の工事は実績として認
めない。また、共同企業体の構成員としての
実績は、出資比率が20％以上の場合のものに
限る。乙型共同企業体の構成員としての実績
は、分担工事額の比率にかかわらないものと
するが、協定書による分担工事における実績
に限る。）（入札説明書参照。）。

 鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンク
リート造及び鉄骨造の建築物で、以下の
からのいずれかに該当する規模の工事
 延べ面積7500以上の新築工事
 増築部分の面積が7500以上の増築
工事
 外部建具の改修（かぶせ工法又は撤去
工法によるものに限る。）で、その見付面
積が750以上の工事

 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者を当該工事に専任で配置できること
（経常建設共同企業体にあっては構成員のう
ち１社が次の条件を満たす主任技術者又は監
理技術者を配置すればよい。）。なお、複数の
技術者を申請することができるが、申請され
た技術者のうち次に掲げる基準を満たしてい
ない技術者がいた場合は、その技術者以外の
者を配置予定技術者とすることを条件として
競争参加資格がある事を確認するものとす
る。
 １級建築施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。
なお、「これと同等以上の資格を有する

者」とは、一級建築士の免許を有する者又
は国土交通大臣若しくは建設大臣が１級建
築施工管理技士と同等以上の能力を有する
と認定した者とする。
 平成17年４月１日から、申請書及び資料
の提出期限の日までに完成し、引渡しが済
んでいる２の基準を満たす建築工事で
元請としての経験を有する者であること
（当該経験が平成17年４月１日以降に完成
した大臣官房官庁営繕部長、地方整備局（旧
地方建設局を含む。）長、営繕事務所（旧営
繕工事事務所を含む。）長、筑波研究学園都
市施設管理官、北海道開発局開発監理部長
又は沖縄総合事務局開発建設部長が発注し
た工事（港湾空港関係を除く。）又は、工事
成績を相互利用している各省庁が発注した
工事で「工事成績相互利用適用対象工事」
に該当するものである場合には、工事成績
の評定点が65点未満の工事は経験として認
めない。また、共同企業体の構成員として
の経験は、出資比率が20％以上の場合のも

のに限る。乙型共同企業体の構成員として
の経験は、分担工事額の比率にかかわらな
いものとするが、協定書による分担工事に
おける経験に限る。）（入札説明書参照。）。
 平成17年４月１日以降に産前産後休業
（労働基準法（昭和22年法律第49号）第65
条第１項又は第２項の規定による休業）、
育児休業（育児休業、介護休業等育児又は
家族介護を行う労働者の福祉に関する法律
（平成３年法律第76号）第２条第１号に規
定する休業）及び介護休業（同条第２号に
規定する休業）（以下「出産・育児等による
休業」という。）を取得した場合は、その取
得期間と同等の期間を平成17年４月１日以
前に加えることができる。取得期間は年単
位とし、１年未満の場合は切り上げた期間
とする。
 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証（講習修了
履歴が記載された監理技術者資格者証裏面
を含む。）を有する者であること。
 配置予定の主任技術者又は監理技術者に
あっては、直接的かつ恒常的な雇用関係が
必要であるので、その旨を明示することが
できる資料を求めることがあり、その明示
がなされない場合には入札に参加できない
ことがある（入札説明書参照。）。

 申請書及び資料の提出期限の日から開札の
時までの期間に、大臣官房官庁営繕部長から
工事請負契約に係る指名停止等の措置要領
（昭和59年４月１日付け建設省営管第124号）
に基づく指名停止を受けていないこと。
 大臣官房官庁営繕部長、地方整備局長、営
繕事務所長、北海道開発局開発監理部長又は
沖縄総合事務局開発建設部長が発注した工事
のうち、当該工事の監督職員が大臣官房官庁
営繕部、地方整備局営繕部、営繕事務所、北
海道開発局営繕部又は沖縄総合開発建設部営
繕課若しくは営繕監督保全室の職員であった
もの、又は工事成績を相互利用している各省
庁が発注した「工事成績相互利用適用対象工
事」に該当する工事で、平成29年10月１日か
ら令和元年９月30日までに完成した工事があ
る場合においては、当該工事種別に係る工事
成績の評定点の平均が60点以上であること
（入札説明書参照。）。





		2020-09-16T14:47:03+0900
	C＝JP,O＝Japanese Government,CN＝Ministry of Finance
	NationalPrintingBerau
	（なし）




